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要旨 　母子世帯の母の９割は働いており、正社員が４割、パート・アルバイトが３割。仕事と育児を両立させるため職住接近しており、７割

が片道通勤時間「３０分未満」である。有業者の仕事からの年収は平均で２４５．６万円、社会保障給付等を含めた世帯の月収は２１

万円で、６割が暮らしが苦しいと感じている。４割は母子世帯になる前には働いておらず、早く収入を得るために仕事についた者が多

く、よりよい就職先を求め転職を希望するものが多い。

　以上の独自調査及び既存調査の再集計から、母子世帯の就業の実態、母子世帯の母のキャリア形成と可能性について分析し、

１）母子世帯の母の就業支援は就業率を上げることではなく、生計を維持するに足る良好な仕事につけるよう援助することであり、２）

正社員への参入が困難になっており、職業能力開発への関心が高いものの経済的にも時間的にもゆとりがない、など指摘する。

目次 序論

第１節　調査研究の概要

　　１　調査研究の趣旨

　　２　調査研究の方法

　　３　調査研究の概要

　　　(1) アンケート調査

　　　(2) インタビュー調査

　　　(3) 既存調査の再集計

第２節　問題の所在と本調査研究の意義

　　１　母子世帯とは

　　２　母子世帯数が増えている

　　３　日本の母子世帯比率はまだ低い

　　４　母子世帯の経済問題は賃金が低いこと

　　５　日本の母子世帯就業率が高い理由

　　６　母子世帯問題と階層問題の関わり

　　７　結びにかえて－「米百俵」

第１部　母子世帯の母への就業支援に関する調査

第１章　アンケート調査

　I　調査の目的

　II　調査の方法



調 法

　III　調査実施時期

　IV　回収状況

　V　調査結果の概要

第１節　調査対象者の属性

　１　本人の状況

　２　世帯・子どもの状況

第２節　有業者の状況

　１　現在の仕事のあらまし

　２　就業継続に関する意識

　３　副業の有無

第３節　無業者の状況

　１　就業希望に関する意識

　２　働いていない理由と働ける条件

　３　希望する働き方

第４節　母子世帯になった当時の状況

　１　暮らしを立てた方法

　２　仕事上の変化

　３　就業形態の変化

　４　就職・転職した者の状況

　５　仕事に向けての準備

第５節　生活一般

　１　暮らし向きについての意識

　２　健康状態について

　３　児童扶養手当

　４　世帯収入の内訳と主な収入

　５　月平均の収入と支出

　６　最低収入に対する意識

　７　親・親族からの援助

　８　社会保険の加入状況

　９　生活意識

第６節　職業能力の向上と支援策

　１　パソコンの使用状況

　２　資格の取得状況

　３　資格や技能習得等の実施

　４　仕事に関する支援策

第２章　自由回答欄のコード分析

　１　自由記入欄の記入者数

　２　自由記入の内容

(1) 概要

(2) 具体的内容

(3) 終わりにあたって

第３章　インタビュー調査

第２部　再集計

第１章　就業構造基本調査の再集計の概要

　１．就業構造基本調査の再集計について

(1) 各世帯の定義

(2) 「子ども」と「孫」の定義

　２．属性の集計－６類型の比較

　３．有業の割合にみる就業状況



　４．有業者の就業の状況

　５．有業者の就業に関する意識

　６．無業者の就業に関する意識

　７．就業異動

　８．母子世帯の子どもの就業状況

第２章　全国母子世帯等調査の再集計の概要

　１　はじめに

　２　平成10年度全国母子世帯等調査の概要

　３　再集計結果の概要

(1) 世帯の状況

(2) 母子世帯になった年齢と理由

(3) 就業状況

(4) 無業者の就業希望

(5) 年間収入等

(6) 子どもを巡る状況

(7) 現在困っていること

(8) まとめ

第３部　分析編

第１章　母子世帯の就業実態：調査結果から得られる知見

１．母子世帯の定義をめぐる問題

(1) 母子世帯の定義と世帯数

(2) 同居率

(3) 地域分布

２．母子世帯の就業実態

(1) 母子世帯の母の就業率の高さ、就業形態の特徴

(2) 勤労収入

(3) 労働時間

(4) 勤労収入を規定するもの

(5) 母子世帯になってからの期間別にみると

(6) 母子世帯になる前の働き方、前後の状況

(7) 学歴の問題

(8) 子どもの就業・進学問題

３．おわりに

(1) 「未婚・非婚」者への就業支援について

(2) 副業について

(3) 深夜・早朝の就業について

(4) 父子世帯の就業実態について

第２章　離婚直後の世帯の経済面と生活面の状況

　　―人口動態社会経済面調査報告『離婚家庭の子ども』の再分析

　１．はじめに

　２．離婚直後の家族と住まいの状況

２-１　末子の年齢、子ども数、兄弟が分れることの有無

２-２　他の親族との同居の有無と住居の状況

　３．子ども年齢と離婚前後の就業状態の変化、離婚前の経済状況

３-１　就業状態の変化

３-２　現在収入の規定要因としての子ども年齢と就業形態、就業履歴

　４．養育費・一時金の支払い状況とその決定因

４-１　養育費・一時金等の支払いの状況

４-２　養育費や一時金の支払いの決定要因



　５．児童扶養手当の申請と受給

５-１　児童扶養手当の認知と申請の状況

５-２　児童扶養手当の申請、受理の決定因のプロビット分析

　６．暮らし向き全般

　７．子どもの心の状態の変化

　８．おわりに

付録

第３章　母子世帯の母のキャリア形成、その可能性

　　―『就業構造基本調査平成９年』を中心に

１．はじめに

２．母子世帯と有子有配偶世帯の就業率と収入

(1) 労働力率と仕事が主な者の割合

(2) 個人の就業収入、その他の世帯収入および収入の種類

(3) 就業形態別に見た就業収入

３．仕事についた年齢と仕事機会

(1) 年齢と就業形態の変化

(2) 就職年齢と就業形態

(3) 中高年からの正社員への参入の可能性

(4) 就職年齢と賃金経路

(5) 母子世帯に見られる勤続の短さと「予想外」が必要とする調整

４．より良い仕事を求めて

５．子ども数と暮らし向き

６．女性の就業確率、賃金関数の推計と男性賃金との比較

(1) 方法

(2) 母子世帯と有配偶世帯の就業確率の推計

(3) 母子世帯と有配偶世帯の賃金関数の推計

(4) 男性賃金関数との比較

７．就業選択とセレクション修正済みの賃金関数および労働供給関数

(1) 就業セレクション修正済みの賃金関数と労働供給関数の推計

(2) 就業形態選択と賃金関数

８．母子世帯の就業支援

９．おわりに

第４部　資料編

１　母子世帯の母への就業支援に関する調査集計表

２　就業構造基本調査の再集計データ（平成９年、昭和62年）

３　全国母子世帯等調査の再集計データ（平成10年、平成５年）

４　母子世帯の母を対象とした取組事例

　地方自治体における母子家庭の母の自立・就労支援の取組

　母子福祉団体における母子家庭の母の自立・就労支援の取組

　母子家庭の母が多く活躍する企業の状況－企業ヒアリングによる－

集計対象調査票

kishi
ハイライト表示

kishi
ハイライト表示

kishi
ハイライト表示



５　集計対象調査票

(1) 母子世帯の母への就業支援に関する調査

(2) 就業構造基本調査（平成９年、昭和62年）

(3) 全国母子世帯等調査（平成10年、平成５年）

(4) 人口動態社会経済面調査－離婚家庭の子ども（平成９年）

問い合わせ先 日本労働研究機構

労働図書館所蔵・

非所蔵の別

所蔵

研究する上で実施した検査

調査の有無 実施した

調査方法 アンケート調査

調査対象等 ６０歳未満の母親と２０未満の子どものみで構成されている５，０００世帯（推定有効回収率５０．８％）

調査開始 2001年01月

調査終了 2001年02月

調査事項 母子世帯の生活、就業の実態及び意識

データ形状

利用の可否

情報入手方法 アンケート以外

全文情報 調査研究報告書Ｎｏ．１５６　母子世帯の母への就業支援に関する研究 




